
採用職種別の職位一覧表(H17.4.1現在)
 

部長～係長の 補佐～係長の

系列 採用職種 計   (　)は部次長以外 部長級 次長級 課長級   補佐級   係長級    主任   主事級   専門職 占める割合　 占める割合　 補佐級の占
める割合　
　　

係長級の占
める割合　
　　

主な所属 役職以外の職名

事務系 行政 1,278(1,242) 9 27 132 220 294 214 382 53.4% 41.4% 17.7% 23.7%

26  主査 22主査 4  

社会福祉 96(94) 2 9 18 13 3 51 43.8% 33.0% 19.1% 13.8%福祉保健部､福祉施設､福祉保健局､児相知的障害者福祉司､児童福祉司､心理療法士､

9 主査 6  主任 3 保専､総合療育､精神保ｾ､福相ｾ 社会福祉主事､精神福祉主事

心理判定員 10(10) 2 3 3 2 80.0% 60.0% 30.0% 30.0%福祉保健局､福相ｾ､児相､精保ｾ 心理判定員､知的障害者福祉司､心理療法士

2 主査 1 主任 1

児童指導員 17(17) 4 1 3 9 47.1% 23.5% 5.9% 17.6%子ども家庭課､福祉施設､福相ｾ､保専､ 児童指導員､知的障害者福祉司､生活指導員

6 主任 6 児相､総合療育､療育園

福祉系 児童自立支援専門員 7(7) 6 1 85.7% 85.7% 0.0% 85.7%福祉保健局､喜多原､福相ｾ､児相 児童自立支援専門員､児童福祉司

0

保育士 80(80) 1 4 75 6.3% 6.3% 1.3% 5.0%福祉保健局､総合療育､療育園､喜多原､ 保育士､児童生活支援員､児童指導員､講師

57 主査 4 主査 38 皆成､保専､福相ｾ

主任 15

保健師 64(63) 1 3 4 18 2 36 40.6% 34.9% 6.3% 28.6%健対､長寿､医務薬､福利厚生室､ 保健師､講師

16 主査 5 主査 1 福祉保健局､児相､看護専門学校､精保ｾ

主任 10

栄養士 12(12) 1 1 10 8.3% 8.3% 8.3% 0.0%健対､福祉保健局､皆成､総合療育､母来､栄養士

7 主任 7 岩井長者

診療放射線技師 4(4) 4 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%福祉保健局､総合療育 診療放射線技師

3 主任 3

理学療法士 11(11) 1 10 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%長寿､総合療育､療育園 理学療法士

2 主任 2

医療･福祉系 作業療法士 5(5) 5 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%総合療育､療育園､精保ｾ 作業療法士

3 主任 3

理療師 1(1) 1 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%総合療育 理療士

1 主任 1

歯科衛生士 4(4) 1 3 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%健対､福祉保健局 歯科衛生士

1 主任 1

言語聴覚士 4(4) 4 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%総合療育､療育園 言語聴覚士

0

医師 32(29) 3 8 2 19 40.6% 6.9% 0.0% 6.9%健対､医務薬､福祉保健局､総合療育､ 医師､医長

0 療育園

看護師 62(62) 1 1 3 1 56 8.1% 6.5% 1.6% 4.8%医務薬､福祉保健局､総合療育､療育園､ 看護師､講師､言語聴覚士

医療系 2 技幹 2 看護専門学校､母来､岩井長者

准看護師 1(1) 1 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%総合療育 准看護師

1 技幹 1

助産師 4(4) 2 2 50.0% 50.0% 0.0% 50.0%看護専門学校 講師

0

臨床検査技師 10(10) 3 7 30.0% 30.0% 0.0% 30.0%福祉保健局､総合療育､衛生環境研究所､衛生技師､研究員

6 主査 1 主査 1 食肉衛検

専研 1 主任 3

総合化学 84(81)  3 6 13 14 3 6 39 42.9% 33.3% 16.0% 17.3%消防､環境政策､循環型､産業開発､産技ｾ衛生技師､研究員､商工技師

衛生技師系 (化学､農芸化学) 11 専研 4専研 2 専研 1 衛生環境研究所､福祉保健局､県民生活､

主任 4 食の安全､農試､園試

薬剤師 35(35) 3 1 10 2 2 17 40.0% 31.4% 2.9% 28.6%医務薬､環境政策､循環型､福祉保健局､ 薬剤師､衛生技師､研究員

5 技幹 1 衛生環境研究所､産技ｾ

主任 4

注１．「部長～係長の占める割合」は、当該職区分の総人数に対する割合、「補佐～係長の占める割合」は、当該職区分の部次長職員を除いた人数に対する割合である。
　２．各採用職種毎の下欄数値は、主査、専門研究員等の人数を再掲したものである。



採用職種別の職位一覧表(H17.4.1現在)
部長～係長の 補佐～係長の

系列 職区分 計   (　)は部次長以外 部長級 次長級 課長級   補佐級   係長級    主任   主事級   専門職 占める割合　 占める割合　 補佐級の占
める割合　
　　

係長級の占
める割合　
　　

主な所属 役職以外の職名

職業訓練指導員 17(17) 1 2 1 13 17.6% 11.8% 11.8% 0.0%高技専､産技ｾ 職業訓練指導員､研究員

4 主査 2
主任 2

工芸技術 2(2) 1 1 50.0% 50.0% 0.0% 50.0%産技ｾ 研究員

0

染織技術 1(1) 1 100.0% 100.0% 0.0% 100.0%産技ｾ 研究員

商工技師系 0

醗酵技術 1(1) 1 100.0% 100.0% 100.0% 0.0%衛生環境研究所 研究員

0

応用電子技術 5(5) 1 1 3 40.0% 40.0% 20.0% 20.0%産技ｾ 研究員

0

生物工学技術 2(2) 2 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%産技ｾ 研究員

0

農業 263(258) 2 3 26 39 54 22 14 103 47.1% 36.0% 15.1% 20.9%本庁､農林局､農大､農試､園試､畜試､ 農林技師､普及員､研究員､講師

20 主査 1主査 1 主任 17 病害虫､東京事､大阪事､産技ｾ

専研 1

生活改良 18(18) 3 3 4 2 6 55.6% 38.9% 16.7% 22.2%本庁､農林局､農大､福祉保健局 普及員

5 主査 2 主任 3

林業 154(152) 2 11 16 45 31 20 29 48.1% 40.1% 10.5% 29.6%本庁､農林局､農大､林試､県土局､産技ｾ 農林技師､普及員､研究員

農林技師系 13 主査 7 主任 5 行政監査室

専研 1

農業土木 108(106) 2 14 22 30 33 7 63.0% 49.1% 20.8% 28.3%本庁､農林局､県土局､行政監査室､ 農林技師

4 主査 4 防災局

造園技術 6(6) 1 2 2 1 16.7% 16.7% 0.0% 16.7%公園自然､生産振興､県土局､林試､ 造林技師､研究員､職業訓練指導員

0 高技専

獣医師 117(116) 1 14 26 26 14 18 18 57.3% 44.8% 22.4% 22.4%本庁､農林局､福祉保健局､食肉衛検､家保農林技師､衛生技師､研究員

獣医系 2 主査 1 主任 1 中小家畜､畜試､大阪事

畜産 28(28) 2 10 16 42.9% 42.9% 7.1% 35.7%本庁､農林局､農大､畜試､中小家畜､家保農林技師､研究員､普及員､講師

3 主任 3  

水産 34(34) 6 4 10 1 3 10 58.8% 41.2% 11.8% 29.4%水産､水試､栽培漁ｾ､かにっこ館､境水事水産技師､研究員､普及員

水産技師系 1 主任 1 地域戦略､空港港湾､産技ｾ

船舶乗組員 21(21) 5 16 23.8% 23.8% 0.0% 23.8%水産､水試､栽培漁ｾ 航海士､機関士､通信士

10 主査 4 主査 2
主任 4

土木 338(332) 1 5 41 37 79 69 105 1 48.2% 34.9% 11.1% 23.8%本庁､県土局､鳥取空港､鳥取港湾､高技専土木技師､職業訓練指導員

38 主査 32主査 5 主任 1 行政監察室､東京事

建築 42(41) 1 6 6 10 9 9 1 54.8% 39.0% 14.6% 24.4%本庁､県土局､行政監察室､高技専 建築技師､職業訓練指導員

土木技師系 3 主査 3

電気技師 25(25) 1 1 7 8 7 1 36.0% 32.0% 4.0% 28.0%管財､環境政策､情報政策､防災局､県土局電気技師､研究員

2 主査 2 鳥取空港､産技ｾ､境水事

機械技師 22(22) 5 3 4 2 2 6 54.5% 31.8% 13.6% 18.2%管財､産業開発､県民生活､交通政策､ 機械技師､研究員

3 主査 2主査 1 県土局､県民局､産技ｾ､行政監察室

3,025(2,963) 12 50 296 426 663 416 583 579 47.8% 36.8% 14.4% 22.4%

計 266 4 100 13 149

主査 152 95 13 44

主任 100 100

技幹 4 4

専研 10 4 5 1

注１．「部長～係長の占める割合」は、当該職区分の総人数に対する割合、「補佐～係長の占める割合」は、当該職区分の部次長職員を除いた人数に対する割合である。

　２．各採用職種毎の下欄数値は、主査、専門研究員等の人数を再掲したものである。


